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経

※「財源内訳」について

･各学校が、環境方針を策定する。
・各学校が、実態を基に実行プログラムを作成し、環境配慮活動を実践する。
・実績評価により、「地球にやさしい学校」の認定を行う。（環境政策課による）
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関連・類似事業

部課コード 820100 ℡

法定受託＋附加

事業コード
地球にやさしい学校づくり推進事業

平成 28 年度事務事業評価表（一般用）　　　　　
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①事務事業名

終了年度 年度

学校教育課

ｸﾞﾙｰﾌﾟ 指導担当

■ □ □

年度

47

→

事業の種別

学校教育節

自治事務 法定受託事務

事業開始の背景

分野別計画・指針

・平成１２年　所沢市本庁舎がＩＳＯ１４００１認証習得、キッズＩＳＯプログラム試験導入
・平成１３年　所沢市の公共施設がおけるＩＳＯ導入を策定、キッズＩＳＯプログラム本格導入
・平成１４年　学校版環境ＩＳＯプログラム試験導入開始（小学校３校、中学校１校）
・平成１５年　学校版環境ＩＳＯプログラムの全校実施により、本事業を開始した。

総合計画の体系 章 教育・文化・スポーツ 確かな学力と自立する力の育成

校

校

事業の具体的な内容及び実施方法

平成 26 年度対象（誰を、何を対象としているのか）
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0

（非常勤特別職員）　　　　（臨時的任用職員）

市内小・中学校 平成
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各学校が自校の教育活動を通して、児童生徒、教職員及び保護者の環境意識を高め、環境に配慮した学校づくりを進める。
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平成28年度のみ、当初予算
の内訳となっています。

その他（　　　　　　　　　　） ）

1,299

0.15 人 1,299

国・県支出金

1,308

一般財源

1,308

％

事業費合計

正規職員人件費 0.15 人

電気使用量削減効果割合 過去3年間と比較した増減の割合 10.3

どれだけ目標に近づいているかを達成率として示しています
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-2.6

⑤
実
績

項目名 項目説明

活動実績

水道使用量削減効果割合 過去3年間と比較した増減の割合

％ 達成率 125 -203

　 項目名 項目説明

成果指標
水道と電気の使用量全体の
削減効果割合

継続

実行計画を見直し、各学校で、「エネルギー」「みどり」「資源」に分けて、具体的に計画を
立てて取り組んでいる。

-3.0

実 績 -3.8 6.1

（水道量増減割合＋電気量増減割合）/
２

目標達成状況

現状
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その
他

拡大 縮小
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事業実施方法
(複数選択可）

終了

次年度予算

理由 各学校の行う環境配慮活動について、さらに工夫改善して実践していくため。

現状
維持

理由
予算を使わずに事業を実施しており、今後は、実行計画と報告書を具体化して
実施していくため。

拡大 縮小

(2)今後の方向性

児童生徒、教職員及び保護者の環境意識を高めることに大変効果的な事業
であるため、今後も事業を継続して実施していく。

総合的な学習の時間や理科、社会の学習の一環として環境に対する学習を行ったり、
委員会活動、生徒会活動などでエコ活動を実施したりして、学校全体で、児童生徒の意
識を高めた。

(1)平成27年度中に改善した点（改善内容・その結果について記載してください） (2)平成27年度成果指標の目標値が未達成の理由・分析

水道使用量については、天候によるプール授業の増加等が要因と考えられ
る。また、電気量については、校務支援システムの稼動に伴うパソコンの増設
（前年比1.5倍）及び成績処理の電子化、3学期制への移行による期末処理の
回数増等が要因と考えられる。

(1)平成２８年度に取り組んでいる状況

改善・
効率化

学校教育課長　堺　俊彦評価日 H28.8.19 評価者職氏名

⑨
環境
影響

有益な
環境影響

有害な環境影響
を及ぼす原因活動

6-2環境教育・環境学習の充実 6-3参加と協働の推進 無

無
事務文書の作成

規制を受ける環境法令等

緊急事態


